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外国人の方々が北海道を訪れたいと思うとともに、

外国人が地域を理解し、日本人と外国人双方にとっ

て働き暮らしやすい環境づくりを進め、外国人の

方々の訪問や活躍を本道の地域の持続的な発展に

つなげます。

外国人を引きつけ、
共生する地域づくり
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外国人材の確保 インバウンド

北海道を取り巻く国際情勢はめまぐるしく変化し、多

様なグローバル・リスクが顕在化する一方、経済・食料安

全保障など本道が果たす役割への期待が高まっています。

こうした中、関係法令を遵守し、地域のルールを尊重す

るなど地域と世界の調和を前提としながら、世界の中の

北海道として、本道のめざす姿とその実現に向けた展開

方向を道民の皆様と共有することはますます重要となっ

ています。

新たな北海道グローバル戦略を策定し、道民や市町村

をはじめ多様な主体と連携し、国際関連施策を総合的に

推進します。

経済・食料安全保障の確保を踏まえて国際施策を展開

するとともに、交流の活発化に関連する様々なリスクを

念頭に、安全・安心の確保や道内産業の持続的な発展な

ど地域の成長につなげていくことを前提として各種施策

を推進します。

策定趣旨

本道が人口減少の進行と地域社会の縮小に直面する

中、地域と調和しながら、世界の活力を呼び込み、地域

と世界の持続的な発展・成長につなげていくことが必要

となっています。

また、国際情勢がめまぐるしく変化し、多様なグローバ

ル・リスクが顕在化する中、北海道には、豊かな自然、多

彩な食や観光の資源、再生可能エネルギーといった世界

に誇るポテンシャルがあり、経済・食料安全保障など本

道が果たす役割への期待が高まっています。

広域分散や積雪寒冷といった地域特性から、広大な土

地や冷涼な気候などの優位性を見いだしつつ、本道の各

地域と世界が調和しながら、グローバル化の進展を力と

して、誰もが安心して暮らし、世界の中の北海道として活

躍していくことをめざします。

めざす姿

めざす姿の実現に向けた３つの展開

産業振興 海外展開

広大な大地や豊かな海に抱かれた本道の特性や食、

観光、再生可能エネルギーなどのポテンシャルを発

揮することで、地域づくりと調和のとれた良質な投

資など海外の活力の呼び込み、北海道ブランドの海

外への広がりと活用などにより経済交流を推進し、

本道経済の活性化や世界の課題対応への貢献につ

なげます。

優位性を生かした投資・産業の
呼び込みと世界目線の産業振興
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国際交流の基盤となるネットワークづくりやグロー

バル人材の育成を進め、外国人材の確保や多文化共

生、経済交流の推進はもとより、 本道の特性やこれ

まで培ってきた技術・ノウハウを活用した国際協力や、

多様な主体による海外との多彩な交流の創出・活性

化につなげます。

国際交流・協力による
地域間のつながりの拡大
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多彩な交流 人・地域のつながり グローバル人材

地域と世界が調和しながら
ともに発展し、世界で輝く北海道
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出典：厚生労働省北海道労働局
「レイバーレター（令和６年度版）」

日本では、少子高齢化と人口減少が深刻化し、市場の縮小

が懸念される中、世界全体の人口は、2080年代に約103億

人に達するものと予測。特に、インドが2023年に中国を抜い

て世界１位となるとともに、アフリカが2050年に世界人口の４

分の１に達するといわれるなど、グローバル・サウスと呼ばれ

る開発途上国・新興国が存在感を強めています。

市場の動向については、直近では保護主義の動きも見られ

るものの、各国・地域間の自由貿易協定や経済連携協定など

により世界全体の経済規模が拡大しており、道内企業のビジ

ネスチャンスの拡大につながっています。

北海道を取り巻く国際情勢と現状

出典：国立社会保障・人口問題研究所「国連世界人口
推計World Population Prospects2024年版について」| 地域別の世界人口

道内では、全国を上回るスピードで人口減少と高齢化が進

行。既に多くの業種で人手不足が深刻化。さらに、道内の生

産年齢人口は2050年には2020年と比較して100万人以

上、割合にして４割弱減少することが見込まれ、地域の産業と

生活に与える影響が懸念されています。

|道内の主な職種別有効求人倍率

技能実習制度や特定技能制度の導入も背景に、本道では

2017年から2024年までの８年間に在留外国人が約２倍に

増加し、国籍も多様化。在留資格も、国籍や滞在地域によっ

て一様ではなく、また、外国人住民が人口の３割を超える地

域もあります。
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|道内の在留外国人(単位：千人)
出典：法務省「在留外国人統計」
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世界全体の観光客数は経済規模の拡大に合わせ堅調に拡

大。訪日外国人旅行者数は、2024年に3,687万人となり過

去最高を記録。訪日外国人来道者数は、2018年度に過去最

高の312万人を記録。現在は、新型コロナウイルス感染症水

際対策の終了や海外との直行便再開などにより回復基調に

あります。

出典：国立社会保障・人口問題研究所「国連世界人口
推計World Population Prospects2024年版について」|訪日外国人来道者数(単位：万人)

ALPS処理水の海洋放出に伴う中国等による日本産水産

物の輸入停止措置や、米国による相次ぐ追加関税措置など、

貿易環境は不確実性が増す状況。本道の輸出額は、2008

年以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受け

た2020年を除けば、年間３千～４千億円台で推移しており、

輸出先国・地域の多角化も進んでいます。

|道内港からの道産食品の輸出額（地域別） 出典：道「北海道食の輸出拡大
戦略推進状況報告」を基に作成
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